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号 標 目 作成
作成者 立証趣旨 備考

証 (原本・写しの別) 年月日

甲111福井新聞記事 写し 平成24年7福井新聞 原発立地自治体に隣接する
月10日 福井県若狭町の原子力発電

環境安全対策協議会が7月
9日に開かれ、関西電力が
過去の調査資料を提出しな
かったため国の意見聴取会
の審議が延期されたことを
踏まえ、大飯原発を止めて
破砕帯の調査を実施するよ
う委員から要求が出たこと

甲112大飯原発敷地内の 写し 平成24年7福島みず 超党派国会議員 108名が

破砕帯(断層)の 月12日 ほ議員な 7月12日、関西電力がS

早急な調査を求め ど超党派 クラスの重要構造物だとし

る緊急要望書 国会議員 ている非常用取水路を横切

108名 るF6破砕帯について、複
数の専門家が活断層である
可能性を指摘しているこ
と、敦賀原発の破砕帯を原
子力安全・保安院が再調査
した結果、活断層である疑
いが認められた例を踏ま
え、大原発の敷地内の破砕
帯(断層)について、早急
なトレンチ掘削調査を国に
求めたこと

甲113108名の国会議 写し 平成24年7国際環境 7月12日、 108名の国

員の緊急要望書と 月12日 NGO FoE 会議員の緊急要望書など

市民の緊急署名の ]apan/ が、鳩山由紀夫議員、福島

提出に関する報告 福島老朽 みずほ議員、橋本べん議員

書 原発を考 などにより、首相官邸にお

える会 いて驚藤動内閣官房副長官
に提出されたこと。同時に
大飯原発破砕帯の早期掘削
調査を求める市民95 1 8 
筆の署名が提出されたこ
と、呼びかけ議員39名、
賛同議員69名の名簿等

甲114市民の緊急署名 写し 平成24年7グリー 破砕帯の掘削調査の早期実
月12日 ン・アク 施と大飯原発の再稼働決定

ションな を撤回するよう国に求めた

ど市民4 市民の署名が12，152筆集
団体が呼 まったこと
びかけた
署名

甲115京都新聞記事 写し 平成24年 京都新聞 108名の国会議員の緊急要
7月13日 望が提出され、議員らが早

期の掘削調査を求めたこと
が報道されたこと
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甲116大飯発電所敷地内 写し 平成24年7関西電力 関西電力が国に提出した写

のF-6破砕帯に 月13日 真。 F-6破砕帯のトレン

関する写真の提出 チ内の壁面状況を確認する

について(プレス 調査の写真が含まれていな

リリース) いことを自認している。

甲117緊急要請書「関西 写し 平成24年7グリー 「地震・津波に関する意見

電力が公表したF 月13日 ン・アク 聴取会jの委員、原子力安

-6破砕帯(断 ションな 全・保安院長及び経済産業

層)に関する写真 ど4団体 大臣に対し、関西電力が7

では、活断層かど 月13日に公表したF-6

うかの判断は到底 破砕帯(断層)に関する写

できませんJ 真(甲116)は、 F-6破
砕帯のトレンチ内の壁面状
況を確認する調査の写真で
はないことを関西電力も認
めているもので、あって、活
断層かどうかの判断する資
料ではないこと、 17日の
意見聴取会で掘削調査を決
定し、早急な現地調査を実
施すべきこと、現地調査に
はF-6破砕帯が活断層で
ある可能性を指摘している
専門家を参加させることを
要望したこと

甲118関西電力が7月17 写し 平成24年7関西電力 大飯原発のF-6破砕帯の

日の「地震・津波 月17日 状況。 トレンチ内で調査作

に関する意見聴取 業をしている写真ではトレ

会Jに提出した資 ンチ壁面はブルーシートで

料 覆われており、写真からは
活断層かどうかの判断がで
きないこと

甲119朝日新聞記事 写し 平成24年7朝日新聞 7月17日に行われた「地

の1 月18日 震・津波に関する意見聴取
会Jで、委員が大飯原発破
砕帯の再調査を求めたこ
と。関電が提出した資料
(甲 11 8)では、活断層
の可能性を否定できないと
委員から意見が続出したこ
と

甲119朝日新聞記事 写し 平成24年7朝日新聞 向上。国の安全審査のずさ

の2 月18日 んさに対して意見聴取会委
員などから批判の声が上
がっていること、活断層の
専門家が活断層の指摘をし
ても、関西電力はこれまで
「問題なしリと繰り返して
きたことなど、関西電力の
調査や国の審査に疑問を呈
する指摘があること
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甲119朝日新聞社説 写し 平成24年 朝日新聞 関西電力管内で原発約3基

の3 7月18日 分の電気の余力があること
から、大飯原発4号機の再
稼働が本当に必要なのかと
の見解を示していること

甲120福井新聞記事 写し 平成24年7福井新聞 7月 17日の「地震・津波
月18日 に関する意見聴取会j で、

委員から再調査の意見が続
出したこと。関西電力が提
出した写真に対して委員か
ら批判が集中したこと

甲121 「北陸電力株式会 写し 平成24年7原子力安 原子力安全・保安院が、 7

の1社及び関西電力株 月18日 全・保安 月 17日の「地震・津波に

式会社に敷地内破 院 関する意見聴取会Jにおけ
砕帯の追加調査計 る専門家からの意見を踏ま

画の策定等を指示 えて、関西電力に対し、大

しましたJと題す 飯原発F-6破砕帯などに

るニュースリリー 関する追加調査計画の策

ス 定・報告を指示したこと、
今後の進め方について、提
出された追加調査計画につ
いて今後開催する意見聴取
会において厳正に確認する
旨の方針が示されたこと

甲121敷地内破砕帯の追 写し 平成24年7原子力安 原子力安全・保安院が、北

の2加調査計画の策定 月18日 全・保安 陸電力及び関西電力に対

について(指示) 院長深野 し、意見聴取会において、

(北陸電力宛) 弘行 現地での直接確認が必要と
の意見が大勢で、あったとし
て、敷地内の破砕帯の追加
調査計画の策定を指示した
こと。原子力安全・保安院
は、意見聴取会において、
「個人的には活断層ではな
いと思うがJと述べた委員
自身が、関電の資料では詳
細が分からないと述べたこ
とを明確に記載せず、 「活
動性は無いのではないかと
いう意見が複数ありまし
たJなどと不正確なまとめ
かたをしていること(甲
121の3)。北陸電力への指
示文書には f2.周辺の小
規模な断層(福浦断層等)
の活動性の有無を含め、破
砕帯と周辺の断層との関連
性の調査を実施することJ
及び f3.破砕帯等の活動
年代を特定するための資料
を提示することJが明記し
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甲121敷地内破砕帯の追 写し 平成24 原子力安 ているのに、関西電力への

の3加調査計画の策定 年7月18日全・保安 指示文書にはこうした記載

について(指示) 院長深野 がなく、破砕帯の活動年代

(関西電力宛) 弘行 を把握するために必要な重
要調査項目である「岩盤の
上載層の変位した地層年代
の調査jが欠落しているこ
と。

甲122福井新聞記事 写し 平成24年7福井新聞 原子力安全・保安院が大飯

月19日 原発の破砕帯調査を指示し
たこと、おおい町町長が
「住民の安全・安心のため
にも、しっかりと調査して
いただきたいJとのコメン
トを出したこと
7月末に意見聴取会を開
き、調査計画の妥当性を議
論すること。その後の現地
調査には原子力安全・保安
院や意見聴取会の専門家が
参加すること

甲123京都新聞記事 写し 平成24年7京都新聞 大飯原発の破砕帯について

月19日 は以前から渡辺満久教授な
どが活断層の可能性を指摘
していたのに、原子力安
全・保安院が大飯原発の停
止を求めずその再稼働の後
に再調査を指示したことに
対して疑問の声があること
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